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３．計画に基づき実施する事業
 

（事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備   
            整備に関する事業） 
(1) 事業の内容等 

（注１）区分Ⅰの医療機関支援に係るソフトウェア事業の場合のみ記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注４）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 

事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業 

標準事業例 
３ 

事業名 No １ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

150,480千円 
がん診療施設設備整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県厚生農業協同組合連合会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

がんによる死亡率が全国で最も高い本県においては、患者に応じた質の高い

医療を効率的に提供していくため、がん対策の強化を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

がんの年齢調整死亡率（75歳未満） 

（H27：91.2 →目標値 R3：79.8）第３期秋田県がん対策推進計画 

事業の内容 がん診療連携拠点病院等における良質かつ適切な医療を効率的に行うた

め、機器の整備に対して助成する。（国庫補助事業の廃止に伴う財源移行分） 

アウトプット指標 がん診療設備を整備する施設数 

第３期秋田県がん対策推進計画(H30-R5) H29：11→ R3：12 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

がん診療設備の整備により、がんに係る総合的な対策の強化に資する。 

地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１） 
－ 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

150,480 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

21,600 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

21,600 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

10,800 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

32,400 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

118,080 

備考（注４）  
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事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業 

標準事業例 
５ 

事業名 No ２ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

19,800千円 
不整脈治療体制整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

秋田周辺 

事業の実施主体 市立秋田総合病院 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化の進展により、今後、頻脈性不整脈の患者が増えることが予想される。 

 アウトカム

指標 

（R2：160件 → R3：200件） 

事業の内容 不整脈治療の拠点を目指している市立秋田総合病院において、より患者の身体

的負担が少ない冷凍カテーテルアブレーション機器の整備に対して助成する。 

アウトプット指標 冷凍カテーテルアブレーション治療機器 （R2:0 台 → R3:１台） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

より患者の身体的負担が少ない、冷凍カテーテルアブレーション治療機器を導

入することにより、治療件数が増える。 

地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１） 
－ 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

19,800 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

8,800 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

8,800 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,400 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

13,200 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

6,600 

備考（注４）  
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事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業 

標準事業例 
５ 

事業名 No ３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

385千円 
地域医療構想推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想の実現を図るため、中立的な立場から助言等を行う専門家（ア

ドバイザー）が必要である。また、地域医療連携推進法人制度の活用等、医療

機関の連携を促進する周知活動が必要である。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：病床利用率 H30:78.0% → R3:78.7% 

事業の内容 各区域で開催される地域医療構想調整会議及び同専門部会、全県版の同会

議へ出席し、２０２５年を見据えた地域の医療提供体制に関する議論を進め

るほか、議論の論点整理を行う。また、厚生労働省主催の地域医療構想アド

バイザー会議へ出席する。 

アウトプット指標 各区域で開催される地域医療構想調整会議及び同専門部会、全県版の同会議へ

出席回数（年１０回） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

複数病院間の役割分担が進むことで、利用が少ない病床や非稼働病床につい

て、効果的な活用が進むことが予想される。 

地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１） 
－ 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

385 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

256 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

256 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

129 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

385 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注４）  
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事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業 

標準事業例 
５ 

事業名 No ４ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

460,662千円 
二次医療圏高度救急医療機能施設整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

大館・鹿角区域 

事業の実施主体 大館市立総合病院 

事業の期間 令和３年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

大館・鹿角区域においては、三次救急医療機能の不足により、高度な医療を

必要とする患者が県外へ流出している状況にある。また、近隣医療機関の診療

体制縮小の影響により、地域の中核病院である大館市立総合病院への救急医療

機能の集約化が今後も進むことが予想されるため、救急医療について、大館市

立総合病院の更なる機能充実と区域内における機能分化が急務となっている。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：県北地域における三次救急医療施設数 

（Ｒ２：０ → Ｒ５：１） 

事業の内容 区域内における救急医療の充実と機能分化が求められる中、複数の重症患

者への対応や、緊急性の高い患者への早期治療開始が可能な体制を有する三

次救急医療施設を整備するため、救急処置室等の施設整備と医療機器等の整

備に取り組む。 

アウトプット指標 ・救急処置室、時間外処置室の面積（Ｒ２：90㎡ → Ｒ５：195㎡） 

・診察室の数          （Ｒ２：２室 → Ｒ５：４室） 

・トリアージ室の数       （Ｒ２：０室 → Ｒ５：１室） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

大館・鹿角区域に高度な救急医療機能を有する医療施設が整備されること

で、複数の重症患者の受入が可能となり、緊急性の高い疾患患者に対する医療

機能が大幅に向上する。結果、高度な専門的医療提供を当該区域内で完結する

ことが可能になるほか、当該区域のみならず県北部を広域的にカバーする三次

救急医療の提供も可能となる。 

地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１） 
－ 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

460,662 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

204,739 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

204,739 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

102,369 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

307,108 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

153,554 

備考（注４） Ｒ３：88,606 千円 Ｒ４：177,210 千円 Ｒ５：41,292 千円 
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事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業 

標準事業例 
５ 

事業名 No ５ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,000千円 
がんゲノム医療促進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田大学医学部附属病院 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

２４年連続がんによる死亡率が全国ワーストの本県において、難治性のがん

に効果的な治療や新薬の開発につながる「がんゲノム医療」に対する期待は高

いことから、充実したがんゲノム医療を提供するために、県内医療機関におけ

る体制整備を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： がんの年齢調整死亡率（75歳未満） 

８７．４（H28）→７７．９（R４）（第３期秋田県がん対策推進計画） 

事業の内容 現在、がんゲノム医療連携病院に指定されている秋田大学医学部附属病院

が、今後がんゲノム医療拠点病院として適切な医療を行うために必要となる

設備整備に対して支援する。 

アウトプット指標 秋田大学医学部附属病院におけるがん遺伝子パネル検査の実施件数 

４０件（R2.3～R2.12.3現在）→８０件（R3.4～R4.3） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

秋田大学医学部附属病院を中心とした県内のがんゲノム医療提供体制の整

備が進み、がんゲノム医療に関する検査や治療方針の決定などが迅速に行われ

るようになるため、医療資源に乏しい地域の患者も含め、より効果的ながん治

療を受ける機会の拡大に資することが期待される。 

地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１） 

秋田県において、効率的かつ質の高い医療に資するがんゲノム医療の普及・

提供体制を充実し、他病院と連携して県内に広めていくためには、本事業を通

じ、秋田大学医学部附属病院が、がんゲノム医療拠点病院として適切な医療を

行える体制を整備することが必要である。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

2,222 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,222 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,111 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,333 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

1,667 

備考（注４）  
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事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業 

標準事業例 
５ 

事業名 No ６ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,180千円 

若手医師による秋田県の目指すべき地域医療構想ワ

ーキンググループ 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県医師会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

アフターコロナ時代（2040年）を見据えた本県の地域医療構想を検討する上

で、将来の地域医療を担う若手医師の意見を反映していくことが求められてい

る。 

 アウトカム

指標 

地域医療構想に関する若手医師からの提言書 １回 

事業の内容 ・県内の若手医師によるワーキンググループを立ち上げ、本県の将来の地域医

療構想に関して協議を行い、提言書を取りまとめる。 

・将来の地域医療に関するシンポジウム等を開催し、県内若手医師の人材育成

と県内定着に寄与する。 

・県医師会と秋田大学がタスクフォースを設置する。 

アウトプット指標 ・ワーキンググループの開催 年６回 

・シンポジウム等の開催 年３回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

県医師会が中心となって、若手医師によるワーキンググループを立ち上げ、

目指すべき地域医療の検討を行うことで、その提言が地域医療構想に反映され

る。 

地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１） 
－ 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,180 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,120 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,060 

民 (千円) 

2,120 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,180 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注４） Ｒ３：0 千円 Ｒ４：1,590 千円 Ｒ５：1,590 千円 
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事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業 

標準事業例 
５ 

事業名 No ７ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

195,814千円 
医療のデジタル化推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県、秋田県医師会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

人口減少や高齢化が進み、医師不足や診療科偏在等の医療的課題を抱える本

県では、限りある医療資源を効率的・効果的に活用し、県民がどこに住んでい

ても質の高い医療を過不足なく受けられることが求められている。 

効率的・効果的な医療提供を実現するためには、デジタル技術によるオンラ

イン診療等を活用し、外来医療と入院医療の機能分化・連携を進め、診療所は

日常的な疾病や外傷等に係る外来医療を提供し、病院は入院などを伴う医療を

提供するなど、地域の中で医療機関の機能分担や連携を促進する必要がある。 

 アウトカム

指標 

オンライン診療料の施設基準の届出医療機関数 

３０（R3.4.1現在）→ ６０（R6.4.1現在） 

事業の内容 ・医療や学術関係者からなる協議会を組織し、入院医療から在宅医療に至る各

種の医療情報について、一元的に活用できる基盤の構築等に向けた検討を進

め、医療のデジタル化を推進する。 

【主な検討課題】 ・オンライン診療の活用モデルの構築 

         ・センシング技術等を活用した医療情報の収集と蓄積 

          ・医療情報の相互利用基盤の構築 

・受療環境の向上を図るため、オンライン診療の活用モデル構築に向けた実証

に対し、助成する。 

アウトプット指標 オンライン診療の実証事業の実施地域（Ｒ２：０ → Ｒ５：９） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

オンライン診療の活用モデルの普及により、診療所の外来医療機能が強化さ

れ、入院医療を提供する病院への医療需要の適正化が期待される。 

地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１） 
－ 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

195,814 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

7,209 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

125,193 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

62,596 

民 (千円) 

117,984 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

187,789 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

8,025 

備考（注４） Ｒ３：50,073 千円 Ｒ４：68,985 千円 Ｒ５：68,731 千円 
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事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業 

標準事業例 
－ 

事業名 No ８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,734千円 
ドクターヘリ設備整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田赤十字病院 

事業の期間 令和３年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

秋田県におけるドクターヘリ事業は、秋田赤十字病院を基地病院として平成

２４年１月から開始し、ヘリの運航実績（令和２年度までの累計）は、要請件

数が３，８２５件、出動件数が２，５３４件となっている。 

広大な県土を有する本県において、ドクターヘリは、患者の搬送時間の短縮

と救命率の向上等により、救急患者の重篤化を抑制するとともに、三次救急医

療機関を核とした、医療圏を越えた救急医療機能の連携の要として、救急医療

体制の円滑な運営とともに、急性期機能に対する医療需要の適正化に大きく貢

献しており、ドクターヘリの安定的な運航が求められている。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：ドクターヘリの要請件数に対する出動件数の割合 

（Ｒ２：６１．１％ → Ｒ５：６６．１％） 

事業の内容 ドクターヘリの安全かつ効率的な運航を継続していくために、基地病院であ

る秋田赤十字病院における事業に要する設備の整備を支援する。 

アウトプット指標 支援を行うドクターヘリ基地病院数（１施設） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

基地病院におけるドクターヘリ事業に要する設備の整備を支援することで、

安全かつ効率的なヘリの運航を継続することが可能となることから、救急患者

の重篤化の抑制により、急性期機能に対する医療需要の適正化が図られる。 

地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１） 
－ 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,734 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

4,770 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

4,770 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,385 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

7,155 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

3,579 

備考（注４） Ｒ３：4,029 千円 Ｒ４：2,980 千円 Ｒ５：146 千円 
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事業の区分 Ⅰ-2 地域医療構想の達成に向けた病床の機能

又は病床数の変更に関する事業 

標準事業例 
－ 

事業名 No ９ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

111,492千円 
単独支援給付金支給事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

構想区域：能代・山本地域、由利・にかほ地域 

事業の実施主体 秋田県内の医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウイル

ス感染症への対応により顕在化した地域医療の課題への対応を含め、地域の実

情に応じた質の高い効率的な医療提供体制の構築が必要 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：令和３年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能

毎の病床数 

医療機関数 ３医療機関 

急性期病床   ６床 →  ０床 

回復期病床  ４２床 → ６０床 

慢性期病床 １４７床 → ７９床 

事業の内容 医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再

編の実施に伴い、減少する病床数に応じた給付金を支給する。 

アウトプット指標 対象となる医療機関数 ３医療機関 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ自主的に病床数を減少する医療機関

に対し財政支援することにより、地域医療構想の実現に向けた取組の促進を図

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

111,492 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

111,492 

その他（Ｂ） (千円) 

 

民 111,492 

備考（注２） Ｒ３：41,496 千円 Ｒ５：69,996 千円 

 

 

(2) 事業の実施状況 
別紙 1「事後評価」のとおり 
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（事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業） 
 (1) 事業の内容等 

 

事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
７ 

事業名 No １０ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

30,745千円 
キッズ・ナラティブブック秋田構築事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県医師会 

事業の期間 令和３年１２月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療的ケア児は、現在秋田県に 122名いる。それぞれ、気管切開や胃ろうな

ど複数のケアを必要としている。 

診察を受けている医療機関も複数存在し、訪問看護や薬剤師、リハビリ、教

育など複数のサポート体制を必要とするほか、災害時には多職種・多機関によ

る連携が必要である。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：キッズ・ナラティブブックの登録人数 

        ０名（システム未構築）→１２１名  

事業の内容 １）現在、運用されているナラティブブック秋田を障害児医療に対応する形

式で作成することとし、災害時にも対応する様式とする。 

２）対象児童に関して情報の入力を行う。（家族による成長の記録や写真、治

療の経過等の医療の記録、災害時の避難計画、他） 

３）参加者は家族と本人を主体とし、家族が許可した方のみが参加可能とな

る。医師、訪問看護師、訪問薬剤師、訪問リハビリ、教育関係者、相談

支援専門員、保健師など。 

アウトプット指標 キッズ・ナラティブブックの整備 一式 

患者・従業者向け説明会 ５回実施 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

キッズ・ナラティブブックを整備し、関係者へ周知することで、医療的ケア児

が登録され、関係者の情報共有、連携が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

30,745 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

20,094 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

10,046 

民 (千円) 

20,093 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

30,140 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

605 

備考（注３） Ｒ３：０千円 Ｒ４：１３，９８０千円 Ｒ５：８，０８０千円 

Ｒ６：８，０８０千円 
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
１１ 

事業名 No １１ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

25,950千円 
多職種が関わるＡＣＰ・看取り普及啓発事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

 

事業の実施主体 秋田県医師会 

事業の期間 令和３年７月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

人生１００年時代を迎え、地域包括ケアシステムにより住み慣れた地域で医療や介護を

受けて生活してきた住民が、人生の最後を迎えるにあたり、事前に家族や医療・介護関係者

と話し合いを行うアドバンスケアプランニング（ＡＣＰ：愛称「人生会議」）や在宅看取り

の全県的な普及啓発が必要である。 

 急激な高齢化と人口減少が進み、医療・介護のリソース不足も懸念される秋田県において

は、高齢者等が安全・安心に暮らせる医療・介護システムを各地域で維持していくため、そ

の取組が急務となっている。 

これまで県医師会では、ＩＣＴを活用した患者・家族及び医療・介護職との間の情報共有

の仕組み（ナラティブブック秋田）を推進してきたところであり、その基盤を活かし、ＡＣ

Ｐや在宅看取りに関わる多職種の育成と患者・家族への普及啓発を行っていく。 

 アウトカム

指標 

ナラティブブック秋田の登録施設数 

１７３施設（Ｒ２）→ ３７８施設（Ｒ５） 

事業の内容 県医師会においてＡＣＰ・在宅看取りに関する多職種向けの研修会、住民への啓発講

座、県民公開講演会等を行うための事業に対して助成する。 

なお、県内市町村では、ＡＣＰや在宅看取りに関する取組が思うように進んでいないほ

か、県に対し医師会等との協力関係構築を期待しており、こうした現状を踏まえて、県医

師会の協力により県が広域的・補完的にその取組の推進を図るものである。 

アウトプット指標 多職種向け研修会及び住民向け啓発講座の実施地域（郡市医師会全９区域） 

 Ｒ３：５地域  Ｒ４：８地域  Ｒ５：９地域  

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

ＡＣＰにより適切な患者・家族の意思決定支援を実施できる医療・介護職を育成するとと

もに、地域住民の理解を促進することが、ナラティブブック秋田を活用する施設の増加につ

ながり、医療・介護従事者等関係者の情報共有や連携が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

25,950 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

17,300 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,650 

民 (千円) 

17,300 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

25,950 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） Ｒ３：8,578 千円 Ｒ４：8,233千円 Ｒ５：9,139千円 
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
１１ 

事業名 No １２ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,758千円 
「あきた医療情報ガイド」改修事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療機能情報提供制度により、都道府県知事は法定事項をインターネッ

ト上で公表することとなっている。県民が医療提供施設の選択を適切に行

うために、オンライン服薬指導、オンライン診療、かかりつけ医機能等の

項目を追加する必要がある。 

 アウトカム

指標 

医療機能情報ウェブページアクセス件数 令和 2 年 12 月～令和 3 年 2 月

32,081件 → 令和 3年 12月～令和 4年 2月 40,000件 

事業の内容 医療機関のオンライン診療、薬局のオンライン服薬指導等の項目を見え

る化し、患者又は患者の看護に当たる者が必要な情報を容易に把握できる

システムを整備する。 

アウトプット指標 医療機関、薬局におけるオンライン診療、オンライン服薬指導の有無のシ

ステム入力数：改修前 0 件→改修後 40 件（令和 4 年 2 月） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

オンライン診療、オンライン服薬指導のシステム入力数が増加すれば、県

民のウェブページアクセス件数が増加する。 

地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１） 
－ 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,758 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

7,172 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

7,172 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,586 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,758 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注４）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
１２ 

事業名 No １３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,954千円 
在宅医療・訪問看護推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化の進行や疾病構造の変化、近年の医療制度改革に伴う療養病床の削減

等により需要の拡大が見込まれる在宅医療・訪問看護に関わる看護職員の確保

や定着の促進が不可欠である。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 

訪問看護ステーション施設数(人口 10万人対 6.7(H30)→7.9(R2)→8.4(R3) 

事業の内容 質の高い訪問看護師を養成するとともに、県内訪問看護事業者の看護技術

等実践力を強化し、在宅医療・訪問看護の充実を図るため研修等を実施する

経費に対して助成する。（H26 計画からの恒常的事業・旧国庫補助事業） 

 

アウトプット指標 養成研修会終了者数（年間 15 人） 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

養成研修修了者を確保することで訪問看護ステーションの拡大が図られる。 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,954 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,302 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

652 

民 (千円) 

1,302 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,954 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,302 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
１２ 

事業名 No １４ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

779千円 
退院調整看護師等養成事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 公益社団法人秋田県看護協会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化社会の進行や疾病構造の変化、近年の医療制度改革に伴う療養病床の

削減等により需要の拡大が見込まれる在宅医療に関わる看護職員の確保や定

着の促進が不可欠である。 

 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 退院支援担当者を配置している病院、有床診療所数 

10万人対 2.9(H30)→3.1(R1.3)→3.3(R2)→3.5(R3) 

事業の内容 在宅医療に関わる看護師等の養成及び資質向上を図るため、県看護協会が

実施する在宅支援アセスメントや在宅介護サービス調整等の退院支援・調整

を行う看護師への研修、地域医療機関や介護施設等で働く看護師の資質向上

やネットワーク構築を図る研修等に対して助成する。 

 

アウトプット指標 研修の実施 

退院支援看護師養成研修会修了者数 60 人(年間) 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

退院支援看護師養成研修会の参加者を確保することで、退院支援や調整を行う

担当者を配置する医療機関が拡大とともに多職種連携が促進される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

779 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

519 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

260 

民 (千円) 

519 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

779 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
－ 

事業名 No １５ 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,750千円 
高齢者の寝たきり防止支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田大学 高齢者医療先端研究センター 

事業の期間 令和４年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多くの高齢者は様々な疾患や障害をもっており、居宅、施設等においてもこ

れらの発症や進行を抑制するための予防医療の提供が必須である。そのために

は、通わずに居宅等においても提供可能な具体的な方法が必要である。 

 アウトカム

指標 

介入前後における高齢者総合機能評価(CGA)の改善[認知機能,うつ状態,フレ

イル指標の改善;MMSE:23→26,GDS15:10→5,J-CHS:≧3→≦1-2 (R3→R6)] 

事業の内容 本事業では、高齢者に対して低周波刺激(DMV: Deep micro tactile)療法の

提供を行う。同手法は医学的に、基礎体力、認知機能や睡眠等の予防改善効

果が認められるものであり、居宅等の様々な環境下で生活する高齢者に対し

て、24 時間常時、IoT 制御下により介入が行われる。 

アウトプット指標 1 年あたり高齢者 60 名からのデータ収集及び改善指導 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

アウトカム指標に基づくパイロット的な取り組みから、県全体への取り組みへ

の発展 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,750 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,500 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,500 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,250 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,750 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３） R4:1,250 千円  R5:1,250千円  R6:1,250 千円 

R3 年度は新型コロナウイルス感染症の影響により事業見送り 

 

(2) 事業の実施状況 
別紙 1「事後評価」のとおり 
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（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 

地域介護福祉施設等整備事業 

【総事業費（計画期

間の総額）】 

37,472千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

能代・山本、秋田周辺、大仙・仙北、湯沢・雄勝 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム

指標 

○小規模多機能型居宅介護事業所の一月あたりサービス見込み量 

1,455人 

○認知症高齢者グループホームの一月あたりサービス見込み量 

2,823人 

事業の内容 ① 地域住民が介護予防と防災意識啓発に連携して取り組むこと

ができるよう地域コミュニティの構築に対して支援を行う。 

② 介護施設等における居住環境の向上及び看取り環境の整備を推

進するため、既存施設等の改修等に対して助成を行う。 

アウトプット指標 ・介護予防拠点における防災意識啓発の取組支援  １か所 

・既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護の

ための改修支援  １か所 

・介護施設等における看取り環境整備  ９か所 

アウトカムとアウト

プットの関連 

介護施設等における居住環境の向上及び看取り環境の整備を推

進することにより、地域密着型サービスの利用見込み人数を増とす

る。 

事業に要す

る費用の額 事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
（注１） 

基金 
その他 
（Ｃ） 
（注２） 

国（Ａ） 都道府県
（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

②施設等の開設・設

置に必要な準備経費 

(千円) 

100 

(千円) 

66 

(千円) 

34 

(千円) 

0 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

(千円) 

 

 

0 

(千円) 

 

 

0 

(千円) 

 

 

0 

(千円) 

 

 

0 

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

37,372 

(千円) 

 

24,915 

(千円) 

 

12,457 

(千円) 

 

0 
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⑤民有地マッチング

事業 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

⑥介護施設等におけ

る新型コロナウイル

ス感染拡大防止対策

支援事業 

(千円) 

 

 

0 

(千円) 

 

 

0 

(千円) 

 

 

0 

(千円) 

 

 

0 

⑦介護職員の宿舎施

設整備 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
(千円) 

37,472 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 (千円) 

 

 

0 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

24,981 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

12,491 

民 うち受託事

業等（再

掲） 

(千円) 

 

 

24,981 

計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

37,472 

その他（Ｃ） 
(千円) 

0 

備考（注

５） 
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（事業区分４：医療従事者の確保に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
２５ 

事業名 No １６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

51,557千円 
地域医療支援センター運営事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師少数県である本県においては、県民の医療ニーズに対し、効率的で質の

高い医療を提供するため、医師の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を

一層推進する必要がある。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 

県内臨床研修修了者（平成１８年度以降）の県内定着者総数 

（R2：595人 → R3：626人） 

事業の内容  医師不足並びに地域及び診療科の偏在を解消するため、「あきた医師総合支

援センター」を設置し、運営する。（Ｈ２６計画からの恒常的事業・旧国庫補

助） 

 

アウトプット指標 ・医師派遣・あっせん数 R1：55 件 → R3：65 件 

・キャリア形成プログラムの作成数 累計２件 

・地域枠医師数（臨床研修終了後）に対するキャリア形成プログラム 

参加医師数の割合   100％ 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本事業により、修学資金貸与医師等の若手医師が県内病院を循環しながら、

キャリア形成することが可能になり、医師の県内定着の効果が期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

51,557 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

34,371 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

34,372 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

17,185 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

51,557 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

  



（様式３：秋田県） 

32 

 

事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
２５ 

事業名 No １７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

138,978千円 
医師修学資金等貸付事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するため、医師の不

足・地域による偏在の解消に向けた事業を一層推進する必要がある。 

 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 知事が指定した県内の医師少数区域等の病院で勤務する医

師数（R2：39人 → R3：44人） 

 

事業の内容 秋田大学地域枠等の増員に伴う修学資金を貸与する。 

アウトプット指標 修学資金貸与医師・学生数（R3：183人） 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 本事業により、中長期的に県内病院に勤務する医師を確保することができ、

医師不足解消に向けた効果が期待できる。  

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

138,978 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

92,652 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

92,652 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

46,326 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

138,978 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
２６ 

事業名 No １８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,631千円 
地域偏在改善に向けた地域医療実習支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県内の医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師の地域偏在を是正するため、地域医療に従事する意義を理解する医師を

養成する必要がある。 

 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：県内臨床研修医のうち秋田大学出身医師数（R3:46人）  

事業の内容  医学生や研修医に地域医療を体験する場を提供し、指導医との関係構築等

に取り組む医療機関に対し、受入に必要な経費の一部を支援する。 

 

アウトプット指標 医師不足地域の医療機関における実習受入人数 120 人 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本事業により、秋田大学医学生が医師少数区域等の指導医と顔の見える関係

を構築することが可能となり、県内の初期臨床研修医の確保及びその後の県内

定着の効果が期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,631 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

6,688 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

7,755 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,876 

民 (千円) 

1,067 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

11,631 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 

  



（様式３：秋田県） 

34 

 

事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
２６ 

事業名 No １９ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,760千円 
診療参加型病診連携支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

大仙・仙北区域、横手区域 

事業の実施主体 秋田県厚生農業協同組合連合会、横手市 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するため、医師の不

足や地域による偏在の解消に向けた事業を一層推進する必要がある。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：  

夜間・休日等の救急診療支援が行われる救急告示病院における常勤医師数に

対する診療支援参加医師延べ数の割合 

（Ｒ２：74.4% → Ｒ３：77.4%） 

事業の内容 地域の診療所医師が救急告示病院で行う夜間・休日等の救急診療支援に要

する経費に対し助成する。 

アウトプット指標 夜間・休日等の救急診療支援が行われる救急告示病院数（３施設） 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域の診療所医師が行う夜間・休日等の救急診療支援により、勤務医の負担軽

減、地域住民の利便性の向上が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,760 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

586 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

586 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

294 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

880 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

880 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
２８ 

事業名 No ２０ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

38,055千円 
産科医等確保支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 産科医に分娩手当を支給する医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

産科医の不足により診療体制の維持が困難な病院が増加していることから、

勤務環境の改善や負担軽減等のため、処遇改善を通じて産科医の離職防止や安

全な医療の確保を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 手当支給施設の産科・産婦人科医師数 

（R2：77人 → R3：77人） 

事業の内容 産科医不足に対応するため、産科医に分娩手当を支給する分娩取扱機関に対

して助成する。 

（Ｈ２６計画からの恒常的事業・旧国庫補助） 

 

 

アウトプット指標 手当支給施設数（R3：21 施設） 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

産科医の勤務環境や処遇の改善を図ることにより、産科医の離職防止や医療安

全確保につなげる。 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

38,055 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

7,899 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

13,156 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,579 

民 (千円) 

5,257 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

19,735 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

18,320 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
３２ 

事業名 No ２１ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,536千円 
県内女性医師等支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

女性医師の数は年々増加している一方、出産や育児を契機に離職するケース

も多く、キャリア形成・離職防止に向けた支援が必要である。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 

県内臨床研修修了者のうち女性（平成１８年度以降）の県内定着者総数 

（R2：181人 → R3：190人） 

事業の内容  女性医師の勤務環境改善やキャリア形成支援を目的とした啓発活動の実施

及び女性医師就業相談窓口の運営を委託する。 

（H26 計画からの恒常的事業・旧国庫補助） 

アウトプット指標 ・本事業におけるシンポジウム等の開催回数及び参加人数（4 回、80 人） 

・女性医師からの就業等に関する相談件数（R1：52→R3：55 件） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 本事業により、年々増加している女性医師に対するキャリア形成支援が図ら

れ、女性医師の離職防止の効果が期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,536 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,690 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

846 

民 (千円) 

1,690 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,536 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,690 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

  



（様式３：秋田県） 

37 

 

 

事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
３２ 

事業名 No ２２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,500千円 
看護職員再就業促進研修事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するため、看護職員

の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を一層推進する必要がある。 

 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：復職就業人数  Ｒ１：７人 → Ｒ３：８人 

 

事業の内容 潜在看護職員を対象に、臨床実務研修や集団講義研修を実施する。（H26 計

画からの恒常的事業・旧国庫補助） 

 

アウトプット指標 再就業研修受講者数３０人（Ｒ１実績：２０人） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本研修事業により、潜在看護職員に対する効率的な復職支援が図られ、看護職

員確保に向けた即効的な効果が期待できる。 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,500 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

500 

民 (千円) 

1,000 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,500 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,000 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
３３ 

事業名 No ２３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,155千円 
歯科衛生士確保対策事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県歯科医療専門学校 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するため、歯科衛生

士の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を一層推進する必要がある。 

 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 県内の歯科衛生士養成校卒業者の県内就職割合 

（Ｒ１年度卒業者：71.4％ → Ｒ３年度卒業者：80％） 

 

事業の内容  歯科衛生士の安定的な供給及びその資質向上を図るため、養成所の運営費

を助成する。（H26 計画からの恒常的事業） 

 

アウトプット指標 本事業により歯科衛生士を養成する施設数（Ｒ３：１施設） 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本事業により、歯科衛生士の県内定着が進むことで、従事者の安定的な確保及

び医療の質の向上が図られる。 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,155 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,104 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,051 

民 (千円) 

2,104 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,155 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
３５ 

事業名 No ２４ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

29,794千円 
新人看護職員研修事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田大学医学部附属病院ほか 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するため、看護職員

の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を一層推進する必要がある。 

 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：新人看護職員離職率の全国平均（7.8％）以下 

※Ｒ１実績  2.5％（25施設、離職者 7人／新人看護師 274人） 

事業の内容  新人看護職員の資質向上や早期離職防止を図るため、新人看護職員研修を

実施する病院等に対して助成する。（H26 計画からの恒常的事業・旧国庫補

助） 

 

アウトプット指標 当該補助により新人看護職員研修を実施する施設数 28 施設 

新人看護職員研修参加者数 285 人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本事業により、新人看護職員に対する看護基礎教育の充実及び臨床実践能力の

向上が図られ、新人看護職員の離職防止に有効である。 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

29,794 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

5,128 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

6,047 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,024 

民 (千円) 

919 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

9,071 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

20,723 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
３６ 

事業名 No ２５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,045千円 
看護職員資質向上研修事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施）  

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するため、看護職員

の資質向上を図る事業や看護職員の定着促進に向けた事業などに一層取り組

む必要がある。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：正規雇用看護職員離職率の全国平均（10.7％）以下 

※Ｒ１実績  7.3％（回答施設 30施設:日本看護協会調査研究報告） 

事業の内容  看護職員のニーズに応じた研修や新人教育担当者を対象とした研修を開催

することなどにより、看護職員の資質向上や新人看護職員の定着促進を図

る。 

（H26 計画からの恒常的事業・旧国庫補助） 

 

アウトプット指標 看護職員の資質向上に係る研修受講者数 330人 

新人看護職員の離職率低減に係る研修受講者数 90人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本研修事業により、新人看護職員の離職防止と定着を促進するとともに、現場

で生じる諸課題に柔軟かつ的確に対応できる質の高い看護職員の育成を図る

ことができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,045 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

5,584 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

5,584 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,792 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

8,376 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

669 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
３９ 

事業名 No ２６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

593,968千円 
看護師等養成所運営支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田しらかみ看護学院、中通高等看護学校、由利本荘看護学校、秋田看護学校 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するため、看護職員

の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を一層推進する必要がある。 

 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：養成所卒業生の県内就業率 

R2：86.7% → R3:90% 

   

事業の内容  看護師等養成所の教員や教材の充実を図り、教育内容を向上させること

で、より質の高い看護職員を養成するとともに、安定的な看護職員の供給体

制を確保するため、看護師等養成所の運営費に対して助成する。 

（H26 計画からの恒常的事業・旧国庫補助） 

アウトプット指標 当該補助により看護師等養成を行う施設数 ４施設 

定員数 510人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本事業により、看護師等養成所における教育内容を向上させることで、より質

の高い看護職員の養成及び安定的な供給体制の確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

593,968 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

88,027 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

44,014 

民 (千円) 

88,027 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

132,041 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

461,927 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
４１ 

事業名 No ２７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,363千円 
ナースセンター機能強化事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県看護協会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するため、看護

職員の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を一層推進する必要があ

る。 

 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 

看護職員従事者数 H30 14,432.6 人 → R3 看護職員需要数 14,927.5 人 

事業の内容  県内のハローワークとの連携による出張相談、離職時届出登録の周知等

を実施するほか、求人求職相談環境の充実等による復職支援等を行い、離

職防止と併せた看護職員の確保・定着を図る。 

 

アウトプット指標 ナースバンク事業による就職者数（年間 100人以上） 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

求人求職相談体制、マッチング支援の強化により、看護職の就業を促進し、

看護職員数の増加につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,363 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

5,575 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,788 

民 (千円) 

5,575 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

8,363 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

5,575 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
４９ 

事業名 No ２８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

547千円 
医療勤務環境改善支援センター運営事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するため、医師をは

じめとする医療従事者の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を一層推進

する必要がある。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 正規雇用看護職員離職率の全国値（１０．７％）以下 

         全国値（日本看護協会 2019年病院看護実態調査） 

         ※Ｒ１秋田県実績 離職率 ７．３％ 

事業の内容  医療従事者の確保・定着を目的とした医療機関における勤務環境の改善を

労務管理面及び経営面から支援する。 

（H26 計画からの恒常的事業） 

アウトプット指標 医療勤務環境改善支援センターの支援により勤務環境改善計画を策定する累

計医療機関数 

（Ｒ２：累計１４か所→Ｒ３：累計１７か所） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本事業により、医療機関の計画策定を支援することで、医療従事者の離職防止、

定着促進、医療安全の確保等が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

547 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

365 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

365 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

182 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

547 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
５０ 

事業名 No ２９ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

76,736千円 
病院内保育所運営支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 民間４医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するため、医師

をはじめとする医療従事者の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を

一層推進する必要がある。 

 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：正規雇用看護職員離職率の全国値(10.7％)以下 

           全国値（日本看護協会 2019年病院看護実態調査） 

   ※Ｒ１秋田県実績  離職率 7.3％ 

事業の内容  女性医師及び看護師の離職防止・定着化を図るために行う病院内保育所

の運営事業に対して助成する。 

（H26 計画からの恒常的事業・旧国庫補助＋県単補助） 

 

アウトプット指標 当該補助により病院内保育施設を運営する施設数 

（R2：4施設 → R3：4施設） 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本事業により、病院内保育所の安定的運営を支援することで、医療従事者

の離職防止や再就業の促進が図られる。 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

76,736 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

7,597 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,799 

民 (千円) 

7,597 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

11,396 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

65,340 

備考（注３）  

。  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
５３ 

事業名 No ３０ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

23,202千円 
小児救急電話相談事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するため、医師の

不足や地域による偏在の解消に向けた事業を一層推進する必要がある。小

児の疾病は救急ニーズが多いものの、受診結果は軽度なものが多く、救急

現場の繁忙化の要因となっており、医療従事者の負担感の軽減が求められ

ている。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 直ぐの受診又は 119番通報を勧めた者以外の相談件数 

（R2：1,334 件 → R3：1,808 件以上） 

事業の内容  子育て中の保護者の不安軽減と、小児救急医療の負担軽減を図るため、 

小児救急の電話相談を運営する。 

※令和３年２月２８日から相談時間を延長 

（H26 計画からの恒常的事業・旧国庫補助） 

アウトプット指標 小児救急電話相談件数（R2：1,545 件 → R3：2,095 件以上） 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医療機関受診の前の段階での相談機能を強化することにより、小児科医の負担

を増やすことなく、適切な医療が提供される環境の整備を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

23,202 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

15,468 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,734 

民 (千円) 

15,468 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

23,202 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

15,468 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
－ 

事業名 No ３１ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,600千円 
理学療法士確保対策事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日（毎年度実施） 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するため、理学療法

士の不足・地域による偏在の解消に向けた事業を一層推進する必要がある。 

 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標：本県から修学資金の貸与を受けた者が、卒業後直ちに県内医

療機関等に就職した割合 

（R1年度県内就業者：100％ → R3年度県内就業者：100％） 

 

事業の内容 理学療法士の県内定着を図るため、修学資金を貸与する。 

 

 

アウトプット指標 修学資金貸与者数（R3：20人） 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本事業により、理学療法士の県内定着が進むことで、従事者の安定的な確保及

び医療の質の向上が図られる。 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,600 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

6,400 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

6,400 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,200 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

9,600 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 

(2) 事業の実施状況 
別紙 1「事後評価」のとおり 
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（事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の 

     理解促進事業 

事業名 【No.1（介護分）】 

地域住民に対する介護の仕事の理解促進事

業（地域住民への介護の魅力発信） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

723千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 業界団体 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図ることが必要。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998人） 

事業の内容 介護の仕事の理解促進を図るとともに地域社会を支える介護

の魅力を発信するため、地域住民を対象とするセミナー等の開催

経費に対して助成する。 

アウトプット指標 地域住民を対象とする介護体験セミナー等の開催 

（1回：800人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護の仕事のやりがいや魅力などを発信する地域住民へのセ

ミナー等のイベントにより介護の仕事への理解を深め、介護サー

ビス従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

723  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

482  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

241  

民 (千円) 

482 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

723  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の 

理解促進事業 

事業名 【No.2（介護分）】 

福祉・介護人材確保推進事業 

（中学校への福祉・介護の仕事セミナ－開催） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,603千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図ることが必要。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998人） 

事業の内容 県内中学校を訪問し、介護・福祉の仕事の種類や内容、介護等

従事者の体験談等を説明するセミナーを開催 

アウトプット指標 セミナー開催中学校（10校） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

中学生へ介護職等の仕事の魅力ややりがいを伝えることによ

り、将来の職業選択の一つとして認識してもらい、介護職等への

就業促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,603  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,069  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

534  

民 (千円) 

1,068 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,603  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,068 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の 

理解促進事業 

事業名 【No.3（介護分）】 

学校連携による介護の仕事の魅力発見事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,042千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図ることが必要。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998人） 

事業の内容 中学校や高校において介護ロボットの操作体験会を開催し、

生徒・教員等に介護の仕事の魅力を伝えるとともにイメージの

向上を図る。 

アウトプット指標 操作体験会開催（20校） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

中学生や高校生等へ介護のマイナスイメージを払拭するため、

最新の機器の活用も進む介護現場での仕事のやりがいや魅力を

伝えることにより、将来の職業選択の一つとして認識してもら

い、介護分野への参入促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,042  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 2,028 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,028  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,014  

民 (千円) 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

3,042  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の 

理解促進事業 

事業名 【No.4（介護分）】 

外国人等介護従事者受入環境整備事業 

（在住外国人向け研修の開催） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

800千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図ることが必要。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998人） 

事業の内容 県内在住外国人の介護分野への参入を図る研修等を行い、介護

人材の確保及び中長期的な外国人材の受入れに向けた環境づくり

を促進する。 

アウトプット指標 研修の実施（10人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県内の就業意欲の高い在住外国人を対象に介護の初歩的な業

務や知識を学ぶ研修を実施し、職場体験を通じながら参入の促進

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

800  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

  

基金 国（Ａ） (千円) 

533  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

267  

民 (千円) 

533 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

800  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

533 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした 

介護の職場体験事業 

事業名 【No.5（介護分）】 

介護の職場体験事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,101千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998人） 

事業の内容 中学・高校生や大学生などの若年層を主な対象に、介護施設

等での職場体験の機会を提供し、介護職が将来の職業選択の一

つとして認識されるための機運を醸成する。 

アウトプット指標 中・高校生等を中心とする若年層の職場体験者（120名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護施設等での職場体験により、若年層の介護職への理解を深

めることにより、介護職が将来の職業選択の一つとして認識され

るための機運を醸成し、介護職への参入促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,101  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,400  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,701  

民 (千円) 

3,400 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

5,101  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

3,400 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 

 

  



（様式３：秋田県） 

52 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.6（介護分）】 

介護人材確保対策事業 

（介護従事者新規就労支援） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,434千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998人） 

事業の内容 ①介護未経験者等を対象とする基礎講習会を開催する。 

②介護保険施設等における実務訓練（期間雇用６ヶ月）を実施す

る。 

アウトプット指標 介護未経験者等を対象とする基礎講習会及び介護保険施設に

おける実務訓練の実施（25人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護の仕事への就業意欲のある介護未経験者に対し、基礎講習

及び介護施設等における実務訓練を実施し、介護職への参入促進

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,434  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,623  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

811  

民 (千円) 

1,623 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2,434  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,623 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 

  



（様式３：秋田県） 

53 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.7（介護分）】 

介護人材確保対策事業 

（介護従事者研修支援） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

  550千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998人） 

事業の内容 介護職員初任者研修受講経費の一部に対して助成する。 

アウトプット指標 新規就労者のうち介護職員初任者研修修了者（ ５人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

新規就労者の介護職員初任者研修受講に対して助成すること

により、介護職の基礎知識の習得を支援し、就労への不安を解消

することにより、介護職への参入促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

  550  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

367  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

183  

民 (千円) 

367 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

  550  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

367 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 

  



（様式３：秋田県） 

54 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材（若者・女性・高齢者）に応じたマッチ 

ング機能の強化 

事業名 【No.8（介護分）】 

介護人材確保対策事業 

（介護分野のマッチング機能強化） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

711千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998人） 

事業の内容 県内３カ所の県機関に専門職員を配置し、事業所等への訪問

活動を行うほか、関係機関等連携による新規求職者の掘り起こ

しなど、介護分野のマッチング機能を強化する。 

アウトプット指標 介護分野の求人求職に係る専門職員の配置（４人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護分野の求人求職に係る専門職員を配置し、介護分野のマッ

チング機能を強化し、介護職への参入促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

711  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

474 

基金 国（Ａ） (千円) 

474  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

237  

民 (千円) 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

711  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

   

備考（注３）  

 

 

  



（様式３：秋田県） 

55 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受 

講等支援事業 

事業名 【No.9（介護分）】 

介護職入門研修等開催事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,287千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998

人） 

事業の内容 中高年齢者を主な対象に、講義研修及び介護施設等での体験

研修を実施し、介護職への理解を深めることにより、参入促進

につなげる。 

アウトプット指標 中高年齢者を対象とした講義・施設体験研修の実施 

（20名×2回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

講義研修及び介護施設等での職場体験研修により、中高年齢者

の介護職への理解を深めることにより、介護職への参入促進を図

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,287  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,858  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,429  

民 (千円) 

2,858 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

4,287  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,858 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 

 

  



（様式３：秋田県） 

56 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業 

事業名 【No.10（介護分）】 

福祉系高校修学資金貸付事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

  5,874千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 （社福）秋田県社会福祉協議会 

事業の期間 令和３年７月６日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図ることが必要である。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998人） 

事業の内容 若者の介護分野への参入促進を行うため、福祉系高校の生徒に

対して修学や就職の準備に必要な経費について、返還免除付きの

支援金の貸付けを行うために必要な経費について助成する。 

 

アウトプット指標 福祉系高校修学資金貸付事業の貸付利用者数（76名） 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

  福祉系高校修学資金貸付事業の利用を推進することで、若者の

介護分野への参入促進及び定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

  5,874  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

 3,916  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

 1,958  

民 (千円) 

3,916  

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

  5,874  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  

 

  



（様式３：秋田県） 

57 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業 

事業名 【No.11（介護分）】 

介護分野就職支援金貸付事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

114,400千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域  

事業の実施主体 （社福）秋田県社会福祉協議会 

事業の期間 令和３年７月６日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図ることが必要である。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998人） 

事業の内容 他分野から介護職への参入促進を行うため、他業種で働いてい

た者等が介護分野における介護職として就職する際に、返還免除

付きの支援金の貸付けを行うために必要な経費について助成す

る。 

 

アウトプット指標 介護分野就職支援金貸付事業の貸付利用者数（528名） 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

  介護分野就職支援金貸付事業の利用を推進することで、他業種

で働いていた者等の介護分野への参入促進及び定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

114,400  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

76,267  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

38,133  

民 (千円) 

76,267 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

114,400  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  

 

  



（様式３：秋田県） 

58 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修 

支援事業 

事業名 【No.12（介護分）】 

介護職員等による痰吸引等研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

34,822千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう従事者の確保を図ることが必要。 

アウトカム指標：痰吸引等の医療的ケアを行うことができる介

護職員等の増（R2：1,150人 →R3：1,330 ） 

事業の内容 研修を実施し、特別養護老人ホーム、居宅サービス事業所等

において、医師・看護職員との連携・協力の下に痰吸引等の医

療的ケアを行うことができる介護職員等を養成する。 

アウトプット指標 介護職員等による痰吸引等研修の実施 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護職員等による痰吸引等の研修を実施することにより、医療

的ケアを行うことができる介護職員の増を図る。 

 

事業に要する費用の額 金

額 

事業に要する費

用の額 

(千円) 

34,822 

事業に要

する費用

の額 

公 (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

23,215 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

11,607 

民 (千円) 

23,215 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

34,822 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

23,215 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 

 

  



（様式３：秋田県） 

59 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修 

     支援事業 

事業名 【No.13（介護分）】 

介護職の実践的スキルアップ講座開催事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

441千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田大学（大学院医学系研究科付属地域包括ケア・介護予防研修

センター） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護と医療の円滑な連携のため、介護を受けている人の身体の

異変に最初に気付く介護従事者が医療知識を持つことが必要で

ある。 

アウトカム指標：実施前後の理解度が３０％向上 

事業の内容 介護職員の医療知識の習得のためのフィジカルアセスメント講

座や介護支援専門員のためのファシリテーション講座の開催に要

する経費に対して助成する。 

アウトプット指標 講座参加者数（100名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

専門家による実践的な研修の開催により、介護職の医療的知識

を深め、介護従事者の質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

441  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

294  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

147  

民 (千円) 

294  

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

441  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  

 

 

  



（様式３：秋田県） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修 

支援事業 

事業名 【No.14（介護分）】 

訪問介護員の人材養成における基本研修実

施事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,060千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 （社福）秋田県社会福祉協議会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

訪問介護サービス利用者の生活障害は多様化しており、利用者

個々のニーズに対応するための質の高いサービスの提供ができ

る人材の育成が必要である。 

アウトカム指標：研修終了後のアンケートにおいて、学習レベル・

実行レベルの向上（対アンケート調査比較 20％向上） 

事業の内容 要介護者の人権を尊重したケア等の知識習得による訪問介護

サービスの質の向上を図るため、訪問介護員を対象とした研修

会や、サービス提供責任者を対象とするマネジメント研修会の

開催などに要する経費に対して助成する。 

アウトプット指標 研修参加者数（130名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

訪問介護員及びサービス提供責任者への研修を実施すること

により、知識・技術の習得を行い、訪問介護サービスの質の向上

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,060  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,373  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

687  

民 (千円) 

1,373 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

2,060  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  

 

  



（様式３：秋田県） 

61 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修 

支援事業 

事業名 【No.15（介護分）】 

主任介護支援専門員の指導力向上 OJT研修 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

987千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、要支援・要介護者数の増加が見込まれている中で適切な

介護サービスを受けられる体制作りが求められる。 

アウトカム指標：介護支援専門員を指導できる主任介護支援専

門 

員の養成を図る。（令和 3年度までの目標値：341人） 

事業の内容 主任介護支援専門員が介護支援専門員に対して適切な助言指

導を行うことができるようケアプラン点検に同行する等の OJT

研修を行う。 

アウトプット指標 受講者（80人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護支援専門員を指導する立場の主任介護支援専門員の力量

を高めることで、介護支援専門員全体の質の向上を図り、受給者

の状態を的確に捉え、受給者に沿った適切なケアプランの作成に

資する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

987  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

658  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

329  

民 (千円) 

658 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

987  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

658 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  

 

  



（様式３：秋田県） 

62 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修 

支援事業 

事業名 【No.16（介護分）】 

介護支援専門員等に対する実践力向上研修

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,375千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、要支援・要介護者数の増加が見込まれている中で適切な

介護サービスを受けられる体制作りが求められる。 

アウトカム指標：介護支援専門員の確保（従事者数） 

（R2：2,310人→R3：2,383人） 

事業の内容 小規模事業所の初任段階の介護支援専門員等を対象に OJTに

よる研修を行うなどにより、地域全体で介護支援専門員の実践

力向上を図る。 

アウトプット指標 研修受講者（350人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護支援専門員数を一定数確保しながら、介護支援専門員等に

対して実践力を向上させるための研修を行い、従事者の質の向上

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,375 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

916  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

459  

民 (千円) 

916 

  

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,375  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

916 

  

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  

 

  



（様式３：秋田県） 

63 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.17（介護分）】 

認知症福祉支援体制連携強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,046千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県、市町村 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標： 

認知症初期集中支援チームの訪問実績（25市町村） 

事業の内容 市町村が配置する認知症初期集中支援チーム員、認知症地域

支援推進員に必要な知識や技術を習得するための研修受講を支

援し、認知症の早期発見・早期対応の体制構築を継続して推進

する。 

アウトプット指標 認知症初期集中支援チーム員研修受講者数 研修中止 

認知症地域支援推進員研修受講者数（4名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症初期集中支援チーム員研修、認知症地域支援推進員研修

の受講者の増を図り、認知症初期集中支援チーム員、認知症地域

支援推進員への欠員に対応する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,046  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,030 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,030  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,016  

民 (千円) 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

3,046  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  

 

 

  



（様式３：秋田県） 

64 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.18（介護分）】 

オレンジ・チューター、コーディネーター

養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

193千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：チームオレンジの取組実績（R1:0件→R3:2件） 

事業の内容 認知症の人本人・家族の支援ニーズと認知症サポーターを中

心とした支援者をつなぐ「チーム・オレンジ」の活動を推進す

るため、チームオレンジのメンバー等に対する研修において講

師となるオレンジ・チューターを養成する。 

アウトプット指標 オレンジ・チューター養成（3名） 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

  チームオレンジの基本理念と具体的なマッチング手法などの

知識と技術を兼ね備えたオレンジ・チューターを養成し、市町村

のチーム・オレンジの取組を推進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

193  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

129 

基金 国（Ａ） (千円) 

129  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

64  

民 (千円) 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

193  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  

 

  



（様式３：秋田県） 

65 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質 

向上事業 

事業名 【No.19（介護分）】 

地域包括支援センター機能強化推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

422千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県地域包括・在宅介護支援センター協議会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者等が地域で自立した生活を送れるよう、地域包括ケアシ

ステムの構築に向け、地域包括支援センター等の職員が制度改正

や社会情勢の変化にも柔軟に対応していけるよう資質向上を図

る。 

アウトカム指標：新任職員等が基礎的な研修会を通じ、的確な相

談支援を実践できるよう、研修前後のアンケートにおいて学習レ

ベルの向上を図る。（対アンケート調査比較 20%向上） 

事業の内容 県内地域包括支援センター等に新たに配置された職員を対象

とした、総合相談、介護予防マネジメント、権利擁護等について

の基礎的な研修会を実施する。 

アウトプット指標 研修参加者数（70名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

新任職員への基礎的研修により、多様化した住民ニーズへ対応

できるよう、地域包括支援センター等の機能強化を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 422 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

 281 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

141 

民 (千円) 

281 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

 422 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  

 

  



（様式３：秋田県） 

66 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質 

向上事業 

事業名 【No.20（介護分）】 

ケアラー支援・普及啓発事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

694千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域  

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年７月６日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれるケアラーに対して、地域社会全体でケ

アラーを支えていくため、地域包括支援センター職員等の認知度

を高め、相談援助体制を構築する必要がある。 

アウトカム指標：アンケート回答者のケアラー認知率 50％ 

事業の内容  地域包括支援センター職員等のケアラーに対する理解度を調

査し、ケアラーの存在を認識するための普及啓発セミナーや相談

援助研修を開催する。 

アウトプット指標 普及啓発セミナー受講者総数（180名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

  普及啓発事業を通じ、ケアラーに対する認知度を高める。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

未定 

(千円) 

 694  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

 463  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

231  

民 (千円) 

463 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

694  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

463 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  

 

  



（様式３：秋田県） 

67 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質 

向上事業 

事業名 【No.21（介護分）】 

健口づくり連携推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

584千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県、県歯科医師・医師会・看護師・栄養士・介護福祉士等の

職能団体、介護関係団体 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護現場における口腔ケアの需要に対して、適切なサービスを

提供できるよう介護職員と関連他職種の連携と理解の促進を図

る。 

アウトカム指標：介護老人福祉施設及び介護老人保健施設におけ

る定期的な歯科検診実施率の増加（50%：令和４年度の目標値） 

※平成 25年度の基準値 19.6%、平成 29年度の現状値 19.5% 

事業の内容 医療・介護職等を対象に、口腔ケア研修及び意見交換（これま

での成果の分析・共有）等のグループワークの実施により、口腔

ケアの意義と効果的な実践方法の理解の促進につなげる。 

アウトプット指標 二次医療圏ごとの研修会及びグループワークやその成果の分

析・共有（受講者 40人×8回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

二次医療圏ごとの医療・介護職の連携を強化することで、口腔

ケアの必要性の理解と実践に対する不安を払拭し、定期的なケア

実施による口腔衛生状態の向上を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 584  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

389 

基金 国（Ａ） (千円) 

389  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

195  

民 (千円) 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

  584  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  

  



（様式３：秋田県） 

68 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質 

向上事業 

事業名 【No.22（介護分）】 

オーラルフレイル予防啓発事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,621千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県、県歯科医師会、県歯科衛生士会 

事業の期間 令和３年７月６日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

オーラルフレイル予防の機運を高める環境づくりと並行して、

通いの場における介護予防事業における歯科保健指導を担う歯

科医師や歯科衛生士等の人材育成の必要性が高まっている。 

アウトカム指標：県民のオーラルフレイルの認知度の増加（16%：

令和４年度の目標値）40～50 歳代で舌圧が 35kPa 以上の者の割

合の増加（90%：令和４年度の目標値） 

事業の内容 フレイル予防啓発動画を作成・放映するほか、オーラルフレイ

ル予防の観点から歯科保健指導を担うことができる歯科衛生士

等の掘り起こしと育成、歯科医院でのオーラルフレイルに関する

問診及び舌圧や舌苔、口の巧緻性等の口腔機能検査を行う。 

アウトプット指標 オーラルフレイル予防のための実技指導を伴う研修会の実施

（40人程度）とデジタルサイネージの放映（県内 50か所以

上） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

二次医療圏ごとの医療・介護職の連携を強化することで、口腔

ケアの必要性の理解と実践に対する不安を払拭し、定期的なケア

実施による口腔衛生状態の向上を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 11,621  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

334 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,748  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,873  

民 (千円) 

7,414 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

 11,621  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

7,414 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 



（様式３：秋田県） 

69 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質 

向上事業 

事業名 【No.23（介護分）】 

フレイル予防啓発事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,709千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県（一部外部委託） 

事業の期間 令和３年７月６日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

健康寿命日本一に向けて、地域包括ケアシステムの構築に係る

人材の育成や資質向上を図る。 

アウトカム指標：高齢者の保健事業と介護予防の一体的な取組を

実施している市町村数の増加（22：令和４年度の目標値） 

 ※令和 2年度：12 令和 3年度：19 

事業の内容 フレイル予防の正しい認識を共有するため、健康づくり指導者

や健康づくり地域マスターに対して講習会・研修会を開催し、普

段の活動に反映してもらう。また、食生活や運動に特化したフレ

イル予防に係る出前講座等を、県民を対象に実施し、日々の行動

変容につなげる。 

アウトプット指標 研修会等の実施、参加者（30回、累計 450人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

健康づくり指導者の資質向上により市町村のマンパワー不足

の解消を図り、市町村の取組を支援する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 1,709  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

363 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,139  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

570  

民 (千円) 

776 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

 1,709  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

776 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.24（介護分）】 

市民後見推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,310千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

横手区域、湯沢・雄勝区域（湯沢市全域）、羽後町 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：支援センターの立ち上げ（３ヶ所→４ヶ所）、 

市民後見人名簿への登載者数（60人→74人） 

事業の内容 市民後見人の養成、実践研修修了者のフォローアップ研修の

実施、支援センターの設立・運営に係る委員会等を実施し、市

民後見制度を推進するほか、市民講座やセミナーの開催を行う

など、制度の周知を図るための経費に対して助成する。 

アウトプット指標 ・市民講座・セミナーへの参加者（151人） 

 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

市民講座やセミナーの開催により、市民後見制度への理解度を

深め、市民後見人名簿への登載者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,310  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,207 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,207  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,103  

民 (千円) 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

3,310  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

（小項目）介護予防推進に資する専門職種の指導者育成事業 

事業名 【No.25（介護分）】 

地域包括ケア連携・人材育成推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,620千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県リハビリテーション専門職協議会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域で自立した生活を送れるよう、地域包括ケアシステ

ムの構築に向け、多職種の連携強化、介護従事者の資質向上を図

る。 

アウトカム指標：リハビリテーション専門職等参加による効果的

な介護予防事業等の実施ができるようになる。（他職種連携フォ

ーラム参加者：県北・中央・県南 300人） 

事業の内容 市町村等からの要請に応じて、介護予防事業等の企画・運営に参

画できうるリハビリテーション専門職を育成するため、専門知識

や地域連携に関する研修を実施する。 

アウトプット指標 研修参加者数（99人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

リハビリテーション専門職の参画による効果的な介護予防事業

が実施され、全ての市町村で連携が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 1,620 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

 1,080 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

 540 

民 (千円) 

1,080 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

  1,620 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）人材育成力の強化 

（小項目）新人職員に対するエルダー・メンター制度等導入支

援事業 

事業名 【No.26（介護分）】 

介護人材確保対策事業 

（エルダー・メンター等研修） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

596千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図ることが必要。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998人） 

事業の内容 新人介護職員の早期離職防止・定着促進を図るため、指導

役・相談役となる職員の養成研修を実施する。 

アウトプット指標 ・養成研修実施によりエルダー・メンター制度の促進 

（研修受講者 100人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

養成研修の実施によりエルダー・メンター制度の構築、導入を

図るほか、エルダー・メンター役となる人材を養成し、新人介護

職員の早期離職防止・定着促進につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

596  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

397  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

199  

民 (千円) 

397 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

596  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

397 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.27（介護分）】 

介護人材確保対策事業 

（介護人材定着促進） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,073千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図ることが必要。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998人） 

事業の内容 理学療法士派遣による腰痛予防対策の普及及び社会保険労務

士等の派遣による職場環境等の改善により、介護職の職場定着

を支援する。 

アウトプット指標 ・理学療法士派遣による腰痛予防対策の普及（70事業所） 

・社会保険労務士等の派遣による職場環境等の改善（15事業

所） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

理学療法士や社会保険労務士等の派遣により、介護事業所の職

場環境等の改善が図られることにより、介護職員の定着促進を図

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,073  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,049  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,024  

民 (千円) 

2,049 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

3,073  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,049 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.28（介護分）】 

外国人等介護従事者受入環境整備事業 

（制度周知） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

278千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図ることが必要。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998人） 

事業の内容 外国人等介護従事者の受入れに係るセミナーを開催し、介護人

材の確保及び中長期的な外国人材の受入れに向けた環境づくりを

促進する。 

アウトプット指標 セミナー開催（1回）、研修の実施（10人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

外国人材の受入制度について事業者の理解を深めることにより、

外国人材参入の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

278  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 185 

基金 国（Ａ） (千円) 

185  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

93  

民 (千円) 

 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

278  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.29（介護分）】 

介護ロボット導入推進支援事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

44,544千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 介護保険事業者 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図ることが必要。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998

人） 

事業の内容 介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化による職場定

着を支援するため、介護ロボットを導入する経費に対して助成

等を行う。 

アウトプット指標 介護ロボットの導入事業所数（26事業所） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護ロボットの導入促進を図ることで、介護従事者の負担軽減

や業務効率化が進むことで、介護職員の定着促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

44,544  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

29,696  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

14,848  

民 (千円) 

29,696 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

44,544 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,258 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.30（介護分）】 

介護ロボット導入推進支援事業 

（ＩＣＴ導入支援） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

23,956千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 介護保険事業者 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図ることが必要。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998

人） 

事業の内容 介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化による職場定

着を支援するため、ＩＣＴ機器を導入する経費に対して助成等

を行う。 

アウトプット指標 ＩＣＴ機器の導入事業所数（18事業所） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

ＩＣＴ機器の導入促進を図ることで、介護従事者の負担軽減や

業務効率化が進むことで、介護職員の定着促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

23,956  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

15,971  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,985  

民 (千円) 

15,971 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

23,956 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）外国人介護人材受入れ環境整備 

（小項目）外国人介護人材受け入れ施設等環境整備事業 

事業名 【No.31（介護分）】 

外国人等介護従事者受入環境整備事業 

（外国人介護人材受入施設等環境整備） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,800千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 介護保険事業者 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる介護需要に対して、適切な介護サービ

スを提供できるよう介護職員の確保を図ることが必要。 

アウトカム指標：介護職員の増加（H27：21,133→R5：23,998人） 

事業の内容 外国人の介護分野への参入・定着を図り、介護人材確保及び

中長期的な外国人材の受入れに向けた環境づくりを促進するた

め、外国人介護人材を実際に受入れる介護サービス事業者が実

施する、多言語翻訳機の導入等のコミュニケーション支援等、

環境整備の取組について助成する。 

アウトプット指標 外国人介護人材の受入れ環境を整備した事業所数（９） 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

  外国人介護人材の受入れ環境の整備により、外国人の介護分野

への参入・定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,800  

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,200  

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

600  

民 (千円) 

1,200 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,800  

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）緊急時介護人材等支援 

（小項目）新型コロナウイルス流行下における介護サービス事

業所等のサービス提供体制確保事業 

事業名 【No.32（介護分）】 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サー

ビス継続支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

111,979千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 秋田県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護サービスは、要介護・要支援の高齢者やその家族にとって

住み慣れた地域における生活を支えるために必要不可欠なもの

であり、新型コロナウイルス感染症による介護サービス提供体制

に対する影響をできる限り小さくしていくことが重要である。 

アウトカム指標：介護施設におけるクラスター発生件数 

（R2：0施設→R3：0施設） 

事業の内容 感染者が発生した事業所・施設等に対し、通常の介護サービ

スの提供時には想定されないかかり増し経費等に対して支援す

るとともに、応援職員を派遣するための体制を整備する。 

 

アウトプット指標 応援派遣事業登録法人数（100法人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

多くの事業者に応援派遣事業に登録してもらうことにより感

染症発生時のサービス提供体制を確保し感染拡大防止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

111,979 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,672 

基金 国（Ａ） (千円) 

74,652 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

37,327 

民 (千円) 

72,980 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

111,979 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,853  

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり 
 


